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食品リサイクルの推進にあたり
考慮すべき重要施策



バイオマス活用推進基本計画 (2010年12月17日閣議決定)

【2020年における目標】

３．農山漁村活性化

600市町村において
ﾊﾞｲｵﾏｽ活用推進計画を策定

２．新産業創出

１．地球温暖化防止

バイオマスを活用する
約5,000億円規模の新産業創出

約2,600万炭素トンの
バイオマスを活用

種 類 利用率（現状→目標（2020年）） 展開方向

家畜排せつ物
（約8,800万トン）

約90％ → 約90％ ・堆肥利用に加え、メタン発酵等によるエネルギー利用を推進。

下水汚泥
（約7,800万トン）

約77％ → 約85％
・建築資材等の利用に加え、バイオガス化等によるエネルギー利
用を推進。

黒液
（約1,400万トン）

約100％ → 約100％ ・製材工場におけるエネルギーとして利用を推進。

紙
（約2,700万トン）

約80％ → 約85％
・再生紙等の利用に加え、エタノール化、バイオガス化等を含めた
エネルギー回収の高度化を推進。

食品廃棄物
（約1,900万トン）

約27％ → 約40％ ・肥飼料利用に加え、メタン発酵等によるエネルギー利用を推進。

製材工場等残材
（約340万トン）

約95％ → 約95％ ・製紙原料・ボード等の利用に加え、エネルギー利用を推進。

建設発生木材
（約410万トン）

約90％ → 約95％
・木材パルプ等の再資源化、ボード等の利用に加え、エネルギー利
用を推進。

農作物非食用部
（約1,400万トン）

約30％→約45％（すき込み除く）
約85％→約90％（すき込み含む）

・肥飼料利用に加え、エネルギー利用を推進。

林地残材
（約800万トン）

ほとんど未利用
→ 約30％以上

・製紙原料・ボード等利用からエネルギー利用までのカスケード利
用を推進。

資源作物 ほぼゼロ→40万炭素トン
・資源作物や微細藻類等からのバイオ燃料生産技術の開発等を
推進。

■バイオマス種類別の目標と展開方向

(注)カッコ内は年間発生量。黒液、製材工場等残材、
林地残材は乾燥重量。他のバイオマスは湿潤重量。



バイオマス事業化戦略の概要
～ 技術とバイオマスの選択と集中による事業化の推進 ～

Ⅰ 基本的考え方
○ 震災・原発事故を受け、地域のバイオマスを活用した自立・分散型エネルギー供給体制の強化が重要な課題
○ 多種多様なバイオマスと利用技術がある中で、どのような技術とバイオマスを利用すれば事業化を効果的に推進できるか
が明らかでない
○ バイオマス活用推進基本計画の目標達成に向け、コスト低減と安定供給、持続可能性基準を踏まえつつ、技術とバイオマ
スの選択と集中によるバイオマス活用の事業化を重点的に推進し、地域におけるグリーン産業の創出と自立・分散型エネル
ギー供給体制の強化を実現していくための指針として「バイオマス事業化戦略」を策定

Ⅱ エネルギー・ポテ
ンシャル(年間)

Ⅲ 技術のロードマッ
プと事業化モデル

○ 多種多様なバイオマス利用技術の到達レベルを評価した技術ロードマップを作成し、事業化に重点的に活用する実用化
技術とバイオマスを整理。

○ 上記の実用化技術とバイオマスを利用した事業化モデルの例(タイプ、事業規模等)を提示。

2020年の利用率目標が
エネルギー利用により達成された場合

未利用分が全て
エネルギー利用された場合

電力利用可能量
約130億kWh
(約280万世帯分)

約220億kWh
(約460万世帯分)

燃料利用可能量
(原油換算)

約1,180万kL
(ガソリン自動車約1,320万台分)

約1,850万kL
(ガソリン自動車約2,080万台分)

温室効果ガス
削減可能量

約4,070万 t-CO2
(我が国の温室効果ガス排出量の約3.2％相当)

約6,340万 t-CO2
(我が国の温室効果ガス排出量の約5.0％相当)

※持続可能性基準による考慮を
していない。

※実用化とは、技術的な評価で、
事業化には諸環境の整備が必要。

技術 ・・・・・・・メタン発酵・堆肥化、直接燃焼、固形燃料化、液体燃料化
バイオマス・・・木質、食品廃棄物、下水汚泥、家畜排せつ物等

■ コスト低減と安定供給、持続可能性基準を踏まえつつ、技術とバイオマスの選択と集中による事業化の重点的な推進

■ 関係者の連携による原料生産から収集・運搬、製造・利用までの一貫システムの構築(技術(製造)、原料(入口)、販路(出口)の最適化)
■ 地域のバイオマスを活用した事業化推進による地域産業の創出と自立・分散型エネルギー供給体制の強化
■ 投資家・事業者の参入を促す安定した政策の枠組みの提供

基本戦略戦略１



■ 地域のバイオマスを活用したグリーン産業の創出と地域循環型エネルギーシ

ステムの構築に向けたバイオマス産業都市の構築（バイオマスタウンの発展・

高度化）

■ 原料生産から収集・運搬、製造・利用までの事業者の連携による事業化の

取組を推進する制度の検討(農林漁業バイオ燃料法の見直し)

■ プラント・エンジニアリングメーカーの事業運営への参画による事業化の推進

■ 国内で我が国の技術とバイオマスを活用した持続可能な事業モデルの構築

と、国内外で食料供給等と両立可能な次世代技術の開発を進め、その技術や

ビジネスモデルを基盤にアジアを中心とする海外で展開

■ 我が国として、関係研究機関・業界との連携の下、持続可能なバイオマス利

用に向けた国際的な基準づくりや普及等を積極的に推進

■ 固定価格買取制度の積極的な活用

■ 投資家・事業者の参入を促すバイオマス関連税制の推進

■ 各種クレジット制度の積極的活用による温室効果ガス削減の推進

■ バイオマス活用施設の適切な立地と販路の確保

■ 高付加価値の製品の創出による事業化の推進

出口戦略(需要の創出・拡大)

■ バイオマス活用と一体となった川上の農林業の体制整備(未利用間伐材等

の効率的な収集・運搬システムの構築等)

■ 広く薄く存在するバイオマスの効率的な収集・運搬システムの構築（バイオマ

ス発電燃料の廃棄物該当性の判断の際の輸送費の取扱い等の明確化等）

■ 高バイオマス量・易分解性等の資源用作物・植物の開発

■ 多様なバイオマス資源の混合利用と廃棄物系の徹底利用

入口戦略(原料調達)戦略４

総合支援戦略戦略６個別重点戦略

海外戦略戦略７

戦略５

戦略３

①木質バイオマス
・ FIT制度も活用しつつ、未利用間伐材等の効率的な収集・運搬システム
構築と木質発電所等でのエネルギー利用を一体的・重点的に推進
・ 製材工場等残材、建設発生木材の製紙原料、ボード原料やエネルギー
等への再生利用を推進
②食品廃棄物
・ ＦＩＴ制度も活用しつつ、分別回収の徹底・強化と、バイオガス化、他のバ
イオマスとの混合利用、固体燃料化による再生利用を推進
③下水汚泥
・ 地域のバイオマス活用の拠点として、FIT制度も活用しつつ、バイオガス化、
食品廃棄物等との混合利用、固形燃料化による再生利用を推進
④家畜排せつ物
・ ＦＩＴ制度も活用しつつ、メタン発酵、直接燃焼、食品廃棄物等との混合
利用による再生利用を推進
⑤バイオ燃料
・ 品質面での安全・安心の確保や石油業界の理解を前提に農業と一体となっ
た地域循環型バイオ燃料利用の可能性について具体化方策を検討
・ バイオディーゼル燃料の税制等による低濃度利用の普及や高効率・低コスト
生産システムの開発
・ 産学官の研究機関の連携による次世代バイオ燃料製造技術の開発加速化

■ 事業化に重点的に活用する実用化技術の評価（概ね2年ごと）

■ 産学官の研究機関の連携による実用化を目指す技術の開発加速化(セルロース系、藻類等の次世代技術、資源植物、バイオリファイナリー 等)

技術戦略 (技術開発と製造)戦略２



(４)食品廃棄物

・ 食品廃棄物は、家畜排せつ物等に比べエネルギーポテンシャルが高く、かつ未利用
分が多い非常に貴重なバイオマスである。

・ 食品廃棄物の年間発生量約1,900万トンのうち再生利用されているのは約27％で、残
りは焼却（熱回収を含む。）・埋立処分されており、処分場の逼迫等に直面している
自治体も存在する。また、飼料や堆肥への再生利用は、分別や需給のマッチング等の
課題があるため大幅な普及拡大は難しい状況にある。

・ このため、飼料・肥料への再生利用が困難なものについては、関係府省・自治体・
事業者が連携し、ＦＩＴ制度も活用しつつ、自治体・事業者による分別回収の徹底・
強化と効率的な収集・運搬システムの構築を図り、①メタン発酵によるバイオガス化
と消化液の肥料利用、②下水汚泥や家畜排せつ物との混合利用(メタン発酵)、③固体
燃料化による再生利用を強力に推進する。また、飼料・肥料、バイオガス、固体燃料
等の再生利用が困難な場合については、循環型社会形成推進基本法の基本原則も踏ま
え、焼却における熱・電気回収を推進する。

・ 法改正後５年が経過する食品リサイクル法の施行状況の点検作業を行う。



バイオマス産業都市の構築

地域のグリーン産業の創出と地域循環型エネルギーシステムの構築

未利用材

電力会社

農業用ハウス

ＢＤＦ製造施設

地域エネルギー供給（熱・電気・ガス）

耕種農家

一般家庭

小水力発電

福祉施設

学校 会社

温泉施設

畜産農家

剪定枝

食品工場

売電

売電

売電

太陽光発電

木チップ・ペレット製造施設

ボイラー利用

堆肥

生ごみ

廃
食
用
油

バイオガス製造施設
（バイオガス・電気）

木質バイオマス発電施設
（熱・電気）

カーボン
オフセット

家
畜
ふ
ん
尿

～地域活性化と雇用創出～

山林未利用材の収集・運搬システム

・路網整備と搬出間伐の一体的促進

・森林施業の集約化

○ 関係府省が連携し、地域のバイオマスを活用したグリーン産業の創出と太陽光、小水力等を組み合わせ
た地域循環型エネルギーシステムの構築を支援。
○ これにより、バイオマス産業を軸とした環境にやさしく災害に強いまちづくり・むらづくり（バイオマス産業都
市）の構築を推進。



◆ 固定価格買取制度において、買取価格・期間を定める際は、有識者で構成する「調達価格等算定委員会」の意見を尊重。
◆ バイオマス発電については、経済産業大臣が買取価格等を決定するに当たり、バイオマスの所管大臣に協議。

１ 固定価格買取制度の概要

従来制度下での売電価格の現状 買取価格・期間

◆ 平成24年度の買取価格・期間は以下のとおり。

電源
1kWh当たりの買取価格

（カッコ内は事業者の要望価格）
買取期間

太陽光（住宅用） ４２円 太陽光（10kW以上） 42.00円 （44.10円） 20年

太陽光（非住宅用） ４０円 太陽光（10kW未満） 42.00円 （44.10円） 10年

風 力 １０.０円 風 力（20kW以上） 23.10円 （23.10～26.25円） 20年

風 力（20kW未満） 57.75円 （52.50～57.75円） 20年

水 力 ９.０円 中水力 （1,000kW～30,000kW） 25.20円 （25.20円） 20年

小水力 （200～1,000kW） 30.45円 （30.45円） 20年

小水力 （～200kW） 35.70円 （35.70円） 20年

バイオマス ９.４円
バイオマス

（未利用間伐材）
33.60円 （33.60円） 20年

バイオマス
（製材工場残材等一般木材）

25.20円 （26.25円） 20年

バイオマス
（一般廃棄物等）

17.85円 （17.85～18.90円） 20年

バイオマス
（リサイクル木材）

13.65円 （15.75円） 20年

バイオマス
（家畜排せつ物等のガス化）

40.95円 （40.95円） 20年

地熱（1.5万kW以上） 27.30円 （27.30円） 15年

地熱（1.5万kW未満） 42.00円 （27.30円） 15年
※ なお、再生可能エネルギー特別措置法の国会審議の際は、太
陽光40円/kWh、その他の再生可能エネルギー20円/kWhを想定
して審議。

２ 固定価格買取制度における買取価格・期間

（注）買取価格は、消費税分を上乗せした数字。事業者の要望価格は、ヒアリングで提示された数値（消
費税抜き）に、消費税分を上乗せして試算した数値。



環境基本計画とは、環境基本法に基づき、環境の保全に関する施策の総合的かつ長期的な施策の大綱を定めるもの。こ
れまでに３回（平成6年、12年、18年）策定。

１－１．経済・社会のグリーン化とグリーン・イノベーションの推進

１－２．国際情勢に的確に対応した戦略的取組の推進

１－３．持続可能な社会を実現するための地域づくり・人づくり、基盤整備の推進
• 国民全体が森林、農地、河川、都市等の国土の有する価値を保全・増大させ、将来世代に引き継いでいく考え方を共有し、これに取り組んでい
く社会を構築する。

• 持続可能な地域づくりのため、文化、人材、コミュニティを含む地域資源の活用を進め、地域づくりの担い手の育成と各主体間のネットワーク
の構築・強化を進める。

目指すべき持続可能な社会の姿

• 低炭素・循環・自然共生の各分野を統合的
に達成

• その基盤として、「安全」を確保

①政策領域の統合による持続可能な社会の構築（環境・経済・社会、環境政策分野間の連携）
②国際情勢に的確に対応した戦略をもった取組の強化（国益と地球益の双方の視点）
③持続可能な社会の基盤となる国土・自然の維持・形成
④地域をはじめ様々な場における多様な主体による行動と参画・協働の推進

持続可能な社会を実現する上で重視すべき方向
（今後の環境政策の展開の方向）

９つの優先的に取り組む重点分野

安全が確保される社会

循環型社会 自然共生型社会

持続可能な社会

低炭素社会



１－４．地球温暖化に関する取組
• 2050年までに80％の温室効果ガスの排出削減を目指す。
• 2013年以降2020年までの期間については、エネルギー政策と一体的に見直しを行っていく中で策定する新たな温暖化対策の計画に基
づき、施策を進める。また、カンクン合意に基づき、先進国・途上国の排出削減に取り組む。

１－５．生物多様性の保全及び持続可能な利用に関する取組

１－６．物質循環の確保と循環型社会の構築
• 有用な資源の回収・有効活用により資源確保を強化する。また、環境産業の確立、環境配慮を通じた成長の達成、グリーン・イノベーションの実
現を目指す。各都市・農村で未利用になっているバイオマス循環資源等を収集し、地域循環圏の形成を図る。

• 排出者責任、拡大生産者責任等の観点から、個別リサイクル法について必要な見直しを行う。ＬＣＡの観点を重視するとともに、廃掃法の適正な
運用を図りつつ、静脈物流コストの低減を図るための取り組みの検討を進める。

１－７．水環境保全に関する取組

１－８．大気環境保全に関する取組

１－９．包括的な化学物質対策の確立と推進のための取組

２．東日本大震災からの復旧・復興に際して環境の面から配慮すべき事項
特に、被災地における①自立・分散型エネルギーの導入等の推進、②広域処理を含む災害廃棄物の処理、③失われた生物多様性の回復等の取組に取り組む。

３．放射性物質による環境汚染からの回復等
① 特措法、特措法に基づく基本方針、「中間貯蔵施設等の基本的な考え方」、「除染ロードマップ」に基づく放射性物質による汚染廃棄物の処理、除染等
の取組の実施

② 放射線による人の健康へのリスクの管理及び野生動植物への影響の把握
③ 環境基本法等の改正を踏まえ、今後の放射性物質による環境汚染に対する対応の検討に取り組む。

震災復興、放射性物質による環境汚染対策



第１章 現状と課題
第１節 現状
第２節 取り組むべき課題

第２章 循環型社会形成に向けた取組の中
長期的な方向性

第３章 循環型社会形成のための指標及び
数値目標

第４章 各主体の連携とそれぞれに期待さ
れる役割

第１節 各主体の連携
第２節 各主体の役割
（１）国
（２）地方公共団体
（３）国民
（４）ＮＧＯ/ＮＰＯ等
（５）大学等の学術・研究機関
（６）事業者

第５章 国の取組
第１節 取組の基本的な方向
第２節 国内における取組
１ 「質」にも着目した循環型社会の
形成

（１）２Ｒの取組がより進む社会経
済システムの構築

（２）使用済製品からの有用金属の
回収

（３）水平リサイクル等の高度なリ
サイクルの推進

（４）有害物質を含む廃棄物等の適
正処理システムの構築

（５）災害時の廃棄物処理システム
の強化

２ 低炭素社会、自然共生社会づくり
との統合的取組

３ 地域循環圏の高度化

４ 循環産業の育成
（１）廃棄物等の有効活用を図る優良事

業者の育成
（２）廃棄物発電設備など廃棄物処理・

リサイクル施設の整備推進
（３）静脈物流システムの構築
５ 廃棄物の適正な処理
（１）不法投棄・不適正処理対策
（２）最終処分場の確保等
６ 各個別法の対応
７ 環境教育等の推進と的確な情報共
有・普及啓発

（１）環境教育等の推進
（２）３Ｒに関する情報共有と普及啓発
第３節 国際的取組の推進
第４節 東日本大震災への対応

第６章 計画の効果的実施

平成24年度循環部会スケジュール（案）

24年 5月～ 循環部会①～⑦ 循環型社会形成に向けた取組の現状について（環境省説明）
フリーディスカッション、ヒアリング
第３次循環計画策定のための具体的指針とりまとめ 等

12月21日（金） 循環部会⑧ 第３次循環計画案に関する議論④

資料：環境省ＨＰ「中央環境審議会」

第三次循環型社会形成推進基本計画の構成（案）について



８ 各個別法の対応 （12/21開催中央環境審議会循環型社会計画部会資料より）

（６）食品リサイクル法（食品循環資源の再生利用等の促進に関する法律）

食品廃棄物については、家庭での取組も含めフードチェーン全体での食品ロス削減に向けた取
組を地方公共団体とも連携しつつ推進する。また、食品関連事業者に対しては、平成24 年４月
に16 業種に対し、発生抑制の目標値を暫定的に設定したことから、今後、データの検証を踏まえ、
平成26 年度目途の他の業種と併せた本格実施に向け検討を行う。

再生利用対策については、これまで再生利用が十分進んでいないサプライチェーンの川下（流
通、外食）及び家庭での再生利用をより進めていくため、民間リサイクル事業と地方公共団体の
連携強化を図りながら、従来の肥飼料化の取組に加え、食品廃棄物のバイオマス利用促進の観
点から、バイオマス事業化戦略を踏まえ、肥飼料への再生利用が困難なものについては、固定
価格買取制度も活用しつつメタン発酵によるバイオガス化等を促進し、地域の特性に応じた食
料・エネルギーの地産地消の体制を構築する。

なお、平成24 年12 月に改正食品リサイクル法が施行されてから５年が経過し、同法の附則に
基づき法に検討を加えるべき時期となることから、上記の観点も含め施行状況の点検作業を行
い、その結果に基づいて必要な措置を講ずる。



○ 農林漁業者をパートナーとする新たな事業の立上げ、販売ネットワーク等の提供を通じた農林漁業者の経営安定への寄与
○ 健康・長寿社会に向けて、医療、福祉、教育、観光、ＩＴ等関連異業種の事業者と連携し、新産業を創出
・製造：医食農連携による病気予防食の開発等、健康・介護市場への対応、アジア等の中・高所得層向けの商品開発
・流通：惣菜、調理食品、有機農産物等の高付加価値商品の販売、ネット販売等の新たなサービスの提供
・外食： 薬膳レストラン等の新業態の出店、年代に応じた新メニューの開発・販売による朝食市場等の回復

○ 災害時を含む食品供給ルートの確保、原料等調達の安定化・多角化、加工用等の用途別ニーズに適合した規格の拡充
○ 食品中の放射性物質への対応や風評被害対策の実施、ＨＡＣＣＰ手法等の導入促進
○ 食品廃棄物等の発生抑制目標の設定、過剰在庫や返品等の原因となる商取引慣行の改善
○ 研究・商品開発力の強化、行政や関連業種と連携した技術等の開発、研究の共同化、外部資源の活用 等

食品産業事業者の重点課題

消費者起点

ライフスタイル提案による
新たなマーケットの創出

食品産業の事業活動を、単
なる「物」の供給でなく、
幅広いライフスタイルの提
案として捉え、新たな付加
価値を生む商品、サービス
を開発することが重要な着眼点。

グローバル起点

グローバルな観点
での競争力強化

国内外での企業統合や企業
間連携を通じ、事業の水平
展開、垂直展開等を具体化
して、収益性が高く、効率
のよい経営を実現すること
は、事業基盤強化として重
要な着眼点。

地域起点

自らが立地する地域の魅力を
フル活用した事業展開

地域に根差して事業活動を
展開してきた食品産業事業
者が、自らの強みを明確に
し、独自性を発揮すること
によって付加価値を高めよ
うとする際に、重要な着眼点。

食品産業が目指すべき基本的な方向は、需要サイドに

立ち、イノベーションの誘発による国内市場の深耕とアジ

ア等の海外需要の取込を、「消費者」「地域」「グローバル」

の３つの視座の組み合わせにより戦略的に実施すること。

そして、将来的に望ましい構造は、①海外市場を開拓

し、グローバル化を進める企業群の形成、②独創的な食・

サービスを提供し、国内需要を拡大する企業活動の活性

化という２つが並存する状況。

【国内外の市場構造等の変化】
・人口減少・高齢化等による国内市場の量的縮小、中国、インド等新興国の経済発展に伴う需要増への対応
【東日本大震災の影響と課題】
・平常時の生産性を確保しつつ、不測時に備えて物流等の複数のバックアップ体制の構築を検討
【原子力災害と消費者の信頼確保】
・｢食品衛生法上の基準値を超える農林水産物・食品は流通させない｣ことを旨とした適切な対応と「日本ブランド」の再構築
【グローバル化の急速な展開 （ＥＰＡ交渉等）】
・高いレベルでのＥＰＡ／ＦＴＡ網の拡大による国際貿易の拡大とそれに対応した競争力強化への対応

食品産業の目指すべき方向

食品産業をめぐる状況変化

食品産業の将来ビジョン（抄）
農林水産省は、「我が国の食と農林漁業の再生のための基本方針・行動計画」に

基づき、「食品産業の将来ビジョン」をH24年3月策定。



食品リサイクル法の概要



環境負荷の低減及び資源の
有効利用の促進

（平成12年法律第116号〔平成19年12月改正法施行後の内容〕）
○趣 旨

食品の売れ残りや食べ残しにより、又は食品の製造過程において発生している食品廃棄物について、①発生抑制と減量化により最終処
分量の減少を図るとともに、②資源として飼料や肥料等に再生利用又は熱回収するため、食品関連事業者による再生利用等の取組を促進
する。

○主務大臣による基本方針の策定

● 再生利用等の促進の基本的方向
● 再生利用等を実施すべき量に関する目標 等
【我が国全体での業種別の再生利用等実施率目標（目標年次 平成24年度）】
食品製造業（85%） 食品卸売業（70%） 食品小売業（45%） 外食産業（40%）

○関係者の責務

食品関連事業者（製造、流通、外食等） 消費者等 国・地方公共団体

発生抑制、減量、再生利用等 発生抑制、再生利用製品の使用 再生利用の促進、施策実施

○再生利用等の促進

●主務大臣による判断基準の提示（省令）
・再生利用等を行うに当たっての基準 ・個々の事業者毎の取組目標の設定 ・発生抑制の目標設定 等

●主務大臣あてに食品廃棄物等発生量等の定期報告義務（発生量が年間１００トン以上の者）

●事業者の再生利用等の円滑化
・「登録再生利用事業者制度」によるリサイクル業者の育成・確保
・「再生利用事業計画認定制度」による優良事例（食品リサイクル・ループ）の形成

○指導、勧告等の措置

●全ての食品関連事業者に対する
指導、助言

・ 前年度の食品廃棄物等の発生量が１００ト
ン以上の者に対する勧告・公表・命令・罰金
（取組が著しく不十分な場合）



食品の売れ残りや食べ残しにより、又は食品の製造過程において大量に発生している食品廃棄物につ
いて、発生抑制と減量化により最終的に処分される量を減少させるとともに、飼料や肥料等の原材料とし
て再生利用ないし熱回収を図るため、食品関連事業者（製造、流通、外食等）による食品循環資源の再
生利用等を促進する。

食品循環資源 ：食品廃棄物であって、飼料・肥料等の原材料となるなど有用なもの
再生利用 ：食品循環資源を飼料・肥料・油脂及び油脂製品・メタン・ 炭化して製造される燃料及び還元剤・

エタノールとして利用し、又は利用する者に譲渡すること
再生利用等 ：再生利用、発生抑制、熱回収及び減量（乾燥・脱水・発酵・炭化）の総称

１ 趣旨

【法第２条第２項】
① 食品が食用に供された後に、又は食用に供されずに廃棄されたもの
② 食品の製造、加工又は調理の過程において副次的に得られた物品のうち食用に供することができないもの

○ 廃棄物処理法上の｢廃棄物」に限定されない
（例）有償取引される物品

○ 液状のものも対象（液状物を除外していない）（例）廃食用油
○ 排水処理工程で生じる汚泥は対象外
（もともとの形状が泥状の食品や食品廃棄物は対象）

○ 研究開発の段階で発生したものは対象外（製品製造ラインから採取し、定期的に検査する目的で一定期間
保存管理していたようなものを廃棄する場合は、製造等の過程で発生したものとして対象）

｢食品廃棄物等」の定義

食品リサイクル法（改正後）の概要



【法第２条第４項】
① 食品の製造、加工、卸売又は小売を業として行う者

食品製造業、食品卸売業、小売業
② 飲食店業その他食事の提供を伴う事業として政令で定めるものを行う者

レストラン等飲食店業
（政令指定）沿海旅客海運業、内陸水運業、 結婚式場業、旅館業

｢食品関連事業者」の定義

利用対象者の範囲やメニュー選択の余地など業形態が一般の飲食店業とみなせる給食事業は対象。
ただし、福利厚生目的で設置する社員食堂、教育サービスや医療サービスと一体的な給食は対象外。

１ 再生利用【法第２条第５項】
① 自ら又は他人に委託して食品循環資源を肥料、飼料その他政令で定める製品の原材料として利用すること

【政令指定】 ①炭化して製造される燃料及び還元剤
②油脂及び油脂製品（BDF含む。）
③エタノール
④メタン

② 食品循環資源を肥料、飼料その他政令で定める製品の原材料として利用するために譲渡すること

○ 「基本方針」及び「判断基準省令」において、「飼料化」が、再生利用の中で最優先に位置付けられている。

｢再生利用」の定義



○ 熱回収【法第２条第６項】
① 自ら又は他人に委託して食品循環資源を熱を得ることに利用すること

（食品循環資源の有効な利用の確保に資するものとして主務省令で定める基準に適合するものに限る。）

② 食品循環資源を熱を得ることに利用するために譲渡すること

｢熱回収」の定義

○ 「再生利用」と同様、自ら実施しない場合も対象

○ 「熱回収省令の基準」としては、
① 当該食品循環資源の再生利用が可能な施設が近隣（半径75km圏内）に存在しないこと

② メタン化と同等以上に高い効率で発電等のエネルギーが回収、利用できることを規定。

75km圏内に存在する場合も、施設側の容量の問題や食品循環資源の種類や性状の点から受入不可の場合は熱回
収が可。

得られる熱又は電気の量が、１トン当たり１６０MJ以上（廃食用油等の場合は熱として２８，０００MJ以上）。

○ 減量【法第２条第７項】
脱水、乾燥、その他省令で定める方法により食品廃棄物等の量を減少させること
（＝他者への委託、譲渡への言及がなく、自ら実施することが原則）
（省令指定）脱水、乾燥のほか発酵及び炭化を指定

｢減量」の定義



● 廃棄物処理法の特例
① 荷卸しに係る一般廃棄物の運搬業の許可不要
② 一般廃棄物処分手数料の上限規制の撤廃

● 肥料取締法・飼料安全法の特例
・農林水産大臣への届出不要

１ 概要

２ 登録事業所数：１８５社（平成２４年１２月末現在）



廃棄物処理法の収集運搬業（一般廃棄物）の許可が不要となる特例

E市

リサイクル業者E

F市

特定肥飼料等

農業者F

農
畜
水
産
物
等

D市

食 品 関 連 事 業 者 の 店 舗

C市B市Ａ市

廃掃業者Ａ リサイクルループの完結

○ 川下（小売・外食事業者）については広域での食品循環資源の収集運搬が困難（原則は、収
集先の市町村ごとに許可が必要）。
→ 小売・外食事業者等が排出した資源に由来するリサイクル肥飼料を用いて生産された農
畜産物を利用・販売する計画について、主務大臣の認定を受けた場合には、食品循環資源
の収集運搬について、 一般廃棄物に係る廃棄物処理法上の許可を不要とする。

○ 平成24年12月末現在、全国で44件が認定済み。



食品リサイクル法関連施策



平成20年度
【普及啓発等】
○食品資源循環形成推進事業 ３６百万円
食品リサイクル製品認証の仕組みの整備と改正食品リサ
イクル法の普及啓発資料の作成やセミナーの開催等
【施設整備等】
○食品循環資源経済的処理システム実証事業 ３３百万円
食品リサイクルをより経済的に実行できる取組の実証を
試み、得られた有効な成果をビジネスモデル等として提案
○地域バイオマス利活用交付金 111億円の内数
地域におけるバイオマスの発生から利用までの総合的利
活用システムの構築に必要な取組を交付金により支援

平成21年度
【普及啓発】
○食品廃棄物発生抑制推進事業 ４８百万円
発生抑制の普及啓発とともに食品リサイクル事業を取り
組むに当たっての留意事項をガイドラインとして整理
【施設整備等】
○食品循環資源品質維持体制整備事業（補正） 450百万円
食品関連事業者が事業場で発生する食品循環資源を肥
飼料化するのに必要な設備の導入を支援。
○食品循環資源経済的処理システム実証事業 ２７百万円
○地域バイオマス利活用交付金 126億円の内数

平成22年度
【普及啓発及び施設整備等】
○食品産業グリーンプロジェクトの推進に対する支援
（資源・環境対策） ３０２百万円

再生利用等実施率向上のため、資源利用の最適化に向
けた、①食品リサイクルループ、②フードバンク等フード
チェーン全体でのシステム構築、③新規用途開発 を推進
○地域バイオマス利活用交付金

平成23年度
【普及啓発等】
○食品事業者環境対策推進支援事業 ４０百万円
効果的な発生抑制についての検討や、中小事業者に対
する研修会等を実施
○フードバンク活動推進事業 ２１百万円
フードバンク活動の実施に向けた具体的検討への支援
○食品リサイクルループ構築促進事業 ３９百万円
食品リサイクルループ構築に向けた具体的検討への支援
【施設整備等】
○食品廃棄物オンサイト飼料化設備導入事業 ６５百万円
食品関連事業者が飼料化設備を事業場にリース方式で
設置する場合の支援

平成24年度
【普及啓発等】
○食品事業者環境対策推進支援事業 ３３百万円
○フードバンク活動推進事業 ２１百万円
○食品リサイクルループ構築促進事業 １７百万円
【施設整備等】
○食品廃棄物オンサイト飼料化設備導入事業 ２４百万円



○ 食品リサイクル法に基づく食品循環資源再生処理
設備に係る課税標準の特例措置（固定資産税）

【概要】
・ 食品リサイクル法に基づく再生利用事業計画の構築に必要
なリサイクル製品の製造設備を新たに取得した場合、固定資
産税の課税標準を最初の3年間減額。

【経過】
・平成13年4月創設 課税標準3分の2
・平成14年度 課税標準4分の3 2年延長
・平成16年度 適用期限を2年延長
・平成18年度 課税標準5分の4 2年延長
・平成20年度 課税標準3分の2 2年延長
・平成22年度 課税標準22年度3/4、23年度4/5
・平成24年度 廃止（適用件数が小さいため）

○ 資源再生化設備等の特別償却制度（所得税・法人
税）

【概要】
・ 食品リサイクル法に基づく再生利用事業計画の構築に必要
なリサイクル製品の製造設備等を新たに取得した場合、特別
償却を認める。

【経過】
・平成13年4月創設 特別償却率25％
・平成14年度 特別償却率23％ 対象設備拡充、2年延長
・平成16年度 基準取得価額75％、適用期限を2年延長
・平成18年度 基準取得価額100％、特別償却率14％、
適用期限を2年延長

・平成19年度 対象設備拡充
・平成20年度 適用期限を2年延長
・平成22年度 廃止（適用件数が小さいため）

○ 食品安全供給施設整備資金（再資源化対策）旧農
林公庫資金

【概要】
・ 食品加工分野における動植物性残さを再資源化するために
必要な加工、運搬、貯蔵又は回収のための施設の整備に必要
な資金を融通
・ 融資率40％
・ 政策金利Ⅰ（登録再生利用事業者、再生利用事業計画に位
置付けられる事業者の場合は特例として政策金利Ⅱ）

【経過】
・平成5年度創設
・平成13年度 再資源化対策の特例として政策金利Ⅱを

追加

○ 環境エネルギー対策資金（廃棄物処理・抑制・利
用関連）…旧中小公庫資金

【概要】
・ ①産業廃棄物を生じるかた、または産業廃棄物の処理を行
うかた、②廃棄物の排出を抑制するために必要な施設を整備
するかた、または廃棄物、使用済み物品等または副産物を原
材料として利用するために必要な設備を設置するかた に必
要な資金を融通
・融資限度 7億2千万円（代理貸1億2千万円）
・4億円まで特別利率①、②、4億円超 基準利率



■ 農林水産大臣感謝状

【概要】
・ 持続可能な資源循環型社会の形成に向けた「食」の取組のうち、地産地消、食品ロス
削減など、食料自給率向上にも資する食育活動及び環境活動において顕著な貢献をした
と認められる学校又は団体を対象に大臣感謝状を授与
【実績】
○平成23年度（創設） 松蔭高等学校 Blue Earth Project
○平成24年度 該当無し

○ 食品関連事業者等による食品循環資源の再生利用等に関する優れた取組を表彰するため、環境省では食品リサイクル推進環境大臣賞
を平成１９年度に創設（平成２２年度に廃止）、農水省では食品産業センターの食品産業優良企業等表彰事業の中に食品リサイクル推
進タイプを平成２１年度に創設するとともに、持続可能な資源循環型社会の形成に向けた「食」の取組に大臣感謝状を授与する制度を
平成２３年度に創設。

■ 食品リサイクル推進環境大臣賞

【概要】
・食品関連事業者等による食品循環資源の再生利用等に関
する優れた取組を表彰することで、さらなる取組を促進
し、普及拡大を図り、循環型社会の形成を推進するため
平成19年度に「食品リサイクル推進環境大臣賞」を創設

【実績】
○19年度（創設）
最優秀賞１件、優秀賞２件、奨励賞５件

○20年度
最優秀賞１件、優秀賞３件、奨励賞３件

○21年度
最優秀賞１件、優秀賞２件、奨励賞５件

■ 食品産業優良企業等表彰事業
（食品リサイクル推進タイプ）

【概要】
・食品産業優良企業等表彰事業（食品リサイクル推進タイ
プ）は、食品産業の経営の改善、技術の革新等に対する
意欲の高揚を図るため、食品製造業、食品流通業等のう
ち食品循環資源の再生利用等資源の有効な利用の確保に
功績のあった者を対象として、農林水産省の後援のもと
に（財）食品産業センター等が実施。

【実績】
○平成21年度（創設）
農林水産大臣賞3件
○平成22年度、平成23年度 該当無し
○平成24年度
農林水産大臣賞２件



食品リサイクル製品-認証・普及制度

エコアクション２１食品関連事業者
向けマニュアルのガイドラインに沿っ
て、食品リサイクルと環境への取り組
みを行っている食品関連事業者を適正
に評価し、認証・登録するもの。

本制度は、財団法人地球環境戦略
研究機関持続性センター エコアク
ション２１中央事務局が運営主体とな
り実施されている。。

食品関連事業者認証制度・登録
制度「エコアクション２１」

食品循環資源（食品廃棄物等のう
ち有効利用されるもの）から作られ
た肥料を第三者認証機関が認証し、
その肥料で育てた農産物と、その農
産物を使用して製造された加工食品
に識別マークを与える「食品リサイ
クル製品－認証・普及制度」。
本制度は、財団法人日本土壌協会

が運営主体となり実施されている。

食品リサイクル製品
認証・普及制度

食品循環資源を利用した飼料のう
ち、一定の基準（食品循環資源利用
率、栄養成分等）を満たす飼料を
「エコフィード」として認証する制
度。
本制度は、社団法人日本化学飼料
協会が運営主体となり実施されてい
る。

エコフィード認証制度

○ 農林水産省の補助事業により食品産業センターや中央畜産会に検討委員会が設置され、食品リサイクルに積極的に取り

組まれている事業者等を適正に評価するため、優良な取り組み及び製品を認証する３つの制度を構築。



広報

○食品リサイクル法改正、定期報告の開始、発生抑制の目標値の設定の際などタイミングを捉えて、パンフレットを
作成し関係団体等に幅広く配布。
○農林水産省ホームページに、食品リサイクルのページを立ち上げ、様々な情報を掲載。
○予算事業によるセミナー、シンポジウム等を通じて、食品リサイクル法の概要等について幅広く周知。
○このほか、食育やフード・アクション・ニッポンといった国民運動と連携するなどで効率的な広報を実施。

作成したパンフレットの一部 フード・アクション・ニッポンでの広報発生抑制のシンポジウムの開催状況



食品産業をめぐる状況



○食品産業は、かつて経験したことのない困難な状況に直面する中、期待される役割を持続的に担っていくため、

生産者と消費者との絆を強める架け橋として、農林漁業の成長産業化に参画し、資源循環からはじまるバリュー

チェーンの形成に貢献することが期待。

○その際、我が国産業の最大セクターの一つとして、異業種との連携の下、イノベーションを誘発して新たな付加

価値を生み出し、潜在的需要を喚起することで、農林漁業とともに成長し、日本経済を牽引。

一次産業・資源 二次産業 三次産業

消

費

者

医療・福祉（医薬品、・園芸療法）建設業
・栽培施設
・発電施設
・直売施設
・体験施設

バイオマス
・木材・家畜糞尿
・資源作物

農産物
林産物
水産物

風景・文化
体験・人材

教育（食育、体験学習）

観光・娯楽（宿泊・飲食、農村体験）

農業
林業
水産業

エネルギー（電気・水道・ガス）

市場・物流・販売（直売・小売）・外食・輸出

物流、不動産、金融・保険、研究開発、情報通信

消

費

者

双方向の連鎖・結合

製造業
・食品加工
・林産加工
・加工機械
・発電機械土地

水・光
風・空気農山

漁村

食品産業に期待される役割
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食用農水産
物の輸入

【１．２兆円】

国

内

生

産

９．４兆円

外食産業向け

０．６兆円
【０．１兆円】

食品製造業向け

５．８兆円
【０．７兆円】

最終消費向け

３．０兆円
【０．３兆円】

食品製造業

３０．１兆円

最終製品の輸入
【３．９兆円】

一次加工品の輸入
【１．４兆円】

外

食

加

工

品

生
鮮
品
等

20.9兆円
（28.5%）

39.1兆円
（53.2％）

13.5兆円
（18.4％）

資料：総務省他９府省庁「平成１７年産業連関表」を基に農林水産省で試算。
※１：【 】内の数値は輸入分の数値。
※２：精穀（精米・精麦等）、と畜（各種肉類）及び冷凍魚介類は加工度が低いため、最終消費においては「生鮮品等」として取り扱っている。
※３：旅館・ホテル、病院等での食事は「外食」に計上せず、使用された食材費を最終消費額として、それぞれ「生鮮品等」及び「加工品」に計上している。

外食産業

２０．９兆円

食品小売業

（加工品）
３９．１兆円

（生鮮品等）
１３．５兆円

飲食料の
最終消費額
７３．６兆円

食品産業

加工食品
卸売業

食用農水産物
１０．６兆円

（ 生産から消費に至る流れ ）

卸売市場

○ 食品産業（流通業、食品製造業、外食・中食産業）は、食用農水産物１０．６兆円と輸入加工品５．２兆円を食材として、７３．

６兆円の食品市場を形成。

飲食料の
最終消費額
７９．５兆円

［２０００年］
食用農水産物
１１．８兆円

（ 生産から消費に至る流れ ）

８０７万人の雇用 （2009年）

△
６
兆
円

１．最終消費から見た飲食費の流れ（２００５年）



○ 食品産業の国内生産額の推移

○ 食品産業の国内生産額は約８２兆円（平成２０年度）で、全産業（１，００２兆円）の約８％であるが、食料品価格の値下
げ等により１９９０年代後半をピークに減少傾向。
○ 食品産業の就業者数は８１７万人で、全産業の就業者総数（６，２５６万人）の約１３％。

○ 生産額及び就業者数でみた食品産業の位置づけ

生産額（2008年度）

２．食品産業の地位

0% 20% 40% 60% 80% 100%

食品製造業
35.3兆円
（4％）

外食産業
21.5兆円
（2％）

食品関連流通業
25.2兆円
（3％）

食品産業 82.0兆円（8％）

産業全体 1,001.5兆円（100％）

左記を除く産業全体
919.5兆円
（92％）

・農・漁業
・電気機械製造業
・建設業
・金融保険業 等

資料：農林水産省「農業・食料関連産業の経済計算」（2008年度）
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1975年度 1980年度 1985年度 1990年度 1995年度 2000年度 2006年度 2007年度 2008年度

20.2 
29.4 34.4 38.1 38.3 37.2 34.6 35.1 35.3 

7.1 

11.7 
15.2 

18.3 22.9 23.0 
21.4 21.5 21.5 

9.3 

14.0 

18.3 

22.5 

31.3 29.3 
25.8 24.9 25.2 

資料：農林水産省「農業・食料関連産業の経済計算」

食品関連流通業

外食産業

食品製造業

(兆円)

○ 消費者物価指数の推移

82.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

食品製造業
150万人
（2％）

食品産業 817万人（13％）

外食産業
329万人
（5％）

食品流通業
338万人
（5％）

産業全体 6,256万人（100％）

左記を除く産業全体
5,439万人
（87％）

就業者数（2010年）

資料：総務省「労働力調査」（2010年）

90
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100
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平
成

2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22

総合

食料

99.1

1990     1992      1994       1996      1998       2000      2002       2004      2006     2008     2010
資料：総務省「消費者物価指数年報」
注：1998年を１００としている。食料には、酒類、外食を含む。

96.4



○ 地方と都市圏の食品製造業の製造品出荷額、従業者数と全製造業に占める割合

○ 食品産業は製造、卸売、小売、外食産業のいずれも中小零細企業比率が９８～９９％であり、事業所の総数は９０万をこ
えている。そのうち食品製造業は、地域経済において地場産業として大きなウエイト。特に、北海道、鹿児島、沖縄では製
造品出荷額の約３割、雇用の面では、製造業の従事者の過半近くを占めるなど、地域経済の安定に重要な役割。

出所：経済産業省「工業統計表」（平成20年）
注：零細企業：従業者数３人以下の事業所
中小企業：従業者数２９９人以下の事業所
大企業：３００人以上の事業所

大企業

531ヶ所

中小企業

36,630所

零細企業

15,400ヶ所

２９％

１％

９９％が中小零細企業

７０％

○ 食品製造業の構造
資料：経済産業省「工業統計表（4人以上の事業所）」（平成20年）
注１：食品製造業は、食料品製造業及び飲料・たばこ・飼料製造業（たばこ製造業、飼料・有機質肥料製
造業を除く。）の合計である。

注２：工業統計における製造品出荷額は、一部、個々の事業者の秘密が漏れるおそれから秘匿された
数字があるため、実態とズレがある可能性がある。

３．食品産業の位置づけ



○ 全産業に占める外食業の割合が高い都
道府県

○ 全小売業に占める食品小売業の割合が
高い都道府県

○ 全卸売業に占める食品卸売業の割合が
高い都道府県

割合 事業所数

①兵庫県
②愛知県
③大阪府
④東京都
⑤京都府

9.02%
8.83%
8.82%
8.23%
8.18%

21,540ヶ所
29,627ヶ所
37,768ヶ所
56,850ヶ所
10,528ヶ所

全国平均 7.03%

割合 事業所数

①長崎県
②鹿児島県
③沖縄県
④高知県
⑤秋田県

39.8%
39.7%
38.5%
38.0%
38.0%

6,656ヶ所
7,848ヶ所
5,767ヶ所
3,713ヶ所
4,938ヶ所

全国平均 34.3%

割合 事業所数

①高知県
②和歌山県
③長崎県
④青森県
⑤熊本県

35.3%
35.1%
35.0%
34.8%
32.2%

680ヶ所
937ヶ所
1,296ヶ所
1,222ヶ所
1,342ヶ所

全国平均 22.7%

0.1%

99.9%

大企業
355ヶ所

中小企業
415,356ヶ所

大企業
9,003ヶ所
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○ 食品小売業の構造○ 食品卸売業の構造 ○ 外食業の構造

出所：経済産業省「平成19年商業統計」
注：「飲食料品卸売業」の数値を使用
中小企業：従業者数99人以下の事業所
大企業：従業者数100人以上の事業所

出所：経済産業省「平成19年商業統計」
注：「飲食料品小売業」の数値を使用
中小企業：従業者数49人以下の事業所
大企業：従業者数50人以上の事業所

出所：総務省「平成18年事業所・企業統計調査」
注：「一般飲食店」の数値を使用
中小企業：従業者数99人以下の事業所
大企業：従業者数100人以上の事業所

出所：経済産業省「平成19年商業統計」
注：「飲食料品卸売業」の数値を使用

出所：経済産業省「平成19年商業統計」
注：「飲食料品小売業」の数値を使用

出所：総務省「平成18年事業所・企業統計調査」
注：「一般飲食店」の数値を使用
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○ 単身世帯の増加、女性の雇用者の増加等社会情勢の変化の中で、食に関して簡便化志向の高まりや外部化が進行。

○ 外食産業は、個人経営が総店舗数の５分の３を占め、法人形態であっても資本金１千万円未満のものが４分の３を占め
るなど、中小・零細な事業者が多い。従業員についても、約290万人の大きな雇用機会を創出しているものの、常勤雇用者
に占めるパート、アルバイトの割合が高い。

○外食率、食の外部化率の推移
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○外食産業（飲食店）の経営組織別
事業所数の比率（2009年）

資料：平成21年経済センサス

○外食産業における法人の資本別割
合（2009年）

○事業所数、従業員数（2009年）

事業所数
（千ケ所）

673

従業員数
（千人）

4,421

○常勤雇用者に占める正社員・
正職員以外の割合（2009年）

製造業 20.7％

卸・小売業 45.8％

宿泊業・飲食ｻｰﾋﾞｽ業 73.3％

飲食店 76.9％

ハンバーガー店 94.6％

資料：平成21年経済センサス

資料：（財）食の安全・安心財団附属機関
外食産業総合調査研究センターによる推計

４．外食産業の構造
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資料：平成21年経済センサス
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外食率＝
外 食 産 業 市 場 規 模

(家計の食料・飲料・煙草支出－煙草販売額)+外食産業市場規模

食の外部化率＝
外食産業市場規模 ＋ 料理品小売業

(家計の食料・飲料・煙草支出－煙草販売額)+外食産業市場規模



その他農林水産施策



多様な生物

（病害虫の抑制）
資源の循環

健全な水環境 豊かな生物

健全な土

有機物

○ 有機農業に取り組む農家数

資料：農林水産省生産局農産部
農業環境対策課調べ

うち、有機JAS
認定農家数

１２千戸 ４千戸

　有機農業に取り組む農家数

環境保全型農業（有機農業含む）の推進

○ 環境保全を重視した農業生産に転換するため、環境負荷の軽減等に配慮した持続的な農業を推進するエコファーマーの育成
等とともに、生物多様性保全等環境保全効果の高い営農活動に取り組む農業者に対する直接支援を実施。

○ 環境保全を重視した農業生産

○ 施策の概要

農業環境規範
の普及・定着

農業者が環境保全に向けて最低限取り組むべき規範(農業環境規範)を策定し、各種支援

策を実施する際の要件とするなど、その普及・定着を推進。

【農業環境規範の実施を要件等としている事業数：４３事業（平成２３年度）】

エコファーマー
の取組への支
援

持続農業法（平成１１年７月制定）に基づき、たい肥等による土づくりと化学肥料・化学合成
農薬の使用低減に一体的に取り組む農業者（エコファーマー）の認定を促進し、その取組を
支援。２１年度から、技術の向上、消費者などとの交流を図るため、エコファーマーのネット
ワーク化を推進。

環境保全型農
業への直接的な
支援

有機農業の
推進

有機農業推進法（平成１８年１２月制定）、同法に基づく基本方針に即し、有機農業の推進

計画の策定と推進体制の整備、有機農業の技術の確立等を推進。

また、有機農業推進に向けた産地の販売企画力、生産技術強化の取組、販路拡大のため

のマッチングフェアの開催等を支援。

①農業者等が、化学肥料・化学合成農薬を原則5割以上低減する取組とセットで、地球温暖化防止や生物多様性保全に効果の

高い営農活動に取り組む場合に支援を実施。

(対象となる営農活動：カバークロップの作付、リビングマルチ・草生栽培、冬期湛水管理、有機農業の取組)

②上記の他、地域の環境や農業の実態等を勘案した上で地域を限定して支援する地域特認取組も対象。(炭素貯留効果の高

い堆肥の水質保全に資する施用、バンカープランツ、江の設置等)

平成23年度から地球温暖化防止や生物多様性保全に効果の高い営農活動に取り組む農
業者に対する直接支援（環境保全型農業直接支援対策）をスタート。
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主な環境問題との関わり 野積み・素掘り等不適切な管理の解消 家畜排せつ物法管理基準の遵守

管理の適正化

家畜排せつ物の利用の促進を図るための基本方針

更なる利用の促進に向けて

管理基準対象農家

５３，１６０（戸）

簡易対応

３，３９６（戸）

８．４％

その他の方法※

１，９５１（戸）

３．６％

管理基準適合農家

５３，１５０（戸）

９９．９８％

管理基準不適合農家

１０（戸）

０．０２％

※「その他の方法」には、畜舎からほ場への直接散布、周年放牧、

廃棄物処理としての委託処分、下水道利用等が含まれる。

施設整備

４７，８０３（戸）

８９．９％

○法施行状況調査（平成23年12月1日時点）結果の概要

管理基準対象外農家

４８，７８７（戸）

４７．９％

管理基準対象農家

５３，１６０（戸）

５２．１％

・耕畜連携の強化
・耕畜連携を通じた堆肥の利用促進
・堆肥の流通円滑化

・ニーズに即した堆肥づくり

・家畜排せつ物のエネルギー利用等の推進

新たな基本方針（Ｈ１９．２～）のポイント

悪臭問題

水質
汚濁

地球
温暖化

アンモニア、低級脂肪酸 メタン、亜酸化窒素等

有機物、窒素、リン等 投棄等

家畜排せつ物
約90百万ｔ／年間

廃棄物
問題

基準に適合した適正な管理

堆肥化施設

汚水浄化施設

簡易対応

畜産環境対策の推進

○ 家畜排せつ物の処理・管理・利用の仕方によっては、様々な環境問題の発生要因となる可能性。このため、家畜排せつ物の管
理の適正化及び利用の促進に関する法律に基づき、管理の適正化を推進。さらなる利用の促進を図るため、耕畜連携を通じた堆
肥の利用促進、ニーズに即した堆肥づくり等に加え、家畜排せつ物のエネルギー利用等も推進。

バイオガスプラント

焼却・炭化施設

嫌気性発酵させ発生
したメタンガスをエ
ネルギー利用

完全（焼却）又は不
完全（炭化）燃焼さ
せ発生した熱をエネ
ルギー利用

不適切な管理不適切な管理

野積み

素堀り

不適切な管理

野積み

素堀り


